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報道関係者各位  

 
 

2026年 7月 13日 

      公益社団法人企業情報化協会 

 

 

2026年度（第 27期） 

カスタマーサポート表彰制度 受賞企業決定 
 

 

 

公益社団法人企業情報化協会（IT協会）はこのたび、2026年度カスタマーサポート表彰制度（Best Customer 

Support of the Year2026）において、２4件（24社）の受賞を発表しました。 

本表彰制度は、カスタマーサポート表彰制度審査委員会(委員長：西尾久美子 近畿大学 経営学部 教授)による

厳正な審議のもと、わが国における顧客戦略の充実とそれに伴うカスタマーサポートの推進・発展に寄与したと認めう

る企業・機関・団体・事業所・部門等を表彰するものです。 

受賞企業決定に伴い、来る 2026年 9月 10日（木）・11日（金）に開催される「2026年度 第 29回 カスタマ

ーサポートシンポジウム （会場：東京プリンスホテル/オンラインライブ配信併催）」にて表彰式典および受賞各社によ

る記念講演を開催いたします。 

 

受賞企業は次の通りです。 （ 各社の受賞理由・内容については別紙をご覧ください） 
 

最優秀賞 シスメックス株式会社 

最優秀賞 株式会社ミスミグループ本社 

優秀賞 Uber Japan株式会社 

優秀賞 株式会社 NTT東日本サービス 

優秀賞 ネクセラファーマ株式会社／ネクセラファーマジャパン株式会社 

優秀賞 株式会社WOWOWコミュニケーションズ 

特別賞（デジタル活用） 株式会社 NTT ドコモ 

特別賞（マネジメント強化） 株式会社 NTT東日本サービス 

特別賞（デジタル活用） オーティファイ株式会社 

特別賞（ES向上） 株式会社 Kirala 

特別賞（デジタル活用） トランスコスモス株式会社 

特別賞（ES・CS向上） ネスレ日本株式会社 

特別賞（マネジメント強化） みずほ証券株式会社 

特別賞（マネジメント強化） 明治安田生命保険相互会社 

奨励賞 株式会社 NTT東日本サービス 

奨励賞 ＳＯＭＰＯダイレクト損害保険株式会社 

奨励賞 パーソルコミュニケーションサービス株式会社 

奨励賞 株式会社 PR TIMES 

奨励賞 富士通株式会社／パーソルコミュニケーションサービス株式会社 

奨励賞 株式会社 USEN NETWORKS 

奨励賞 株式会社ユニオンゲートグループ 

奨励賞 株式会社ユニリタ 

奨励賞 横河レンタ・リース株式会社 

奨励賞 株式会社ヨシダ 
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■カスタマーサポート表彰制度とは 
 

カスタマーサポート表彰制度（旧 優秀コンタクトセンター表彰制度）は、わが国の

産業界ならびに行政機関などの、顧客サポートにおける生産性向上・効果的マネジ

メント・システムの整備・顧客接点の強化推進と拡大を促進することを目的として制

定されました。 

企業規模にかかわらず、顧客に対するサポートやサービスに関して、創意工夫や先

進的試みを行い、顧客満足度の向上や課題解決を図ることによって経営に優れた

貢献をし、カスタマーサポートの推進・発展に寄与したと認めうる企業・団体・機関・

事業所・部門等に対して、公益社団法人企業情報化協会が授与するものです。 

受賞された企業・団体・機関の成果は、わが国における顧客戦略の充実とカスタマ

ーサポートの推進・発展に寄与すべく、当協会を通じて広く社会に公表いたします。 

 

■2026年度カスタマーサポート表彰制度審査委員会 
 

◆審査委員長 

西尾 久美子 近畿大学 経営学部 教授 

◆審査副委員長 

田口 浩 グッドエンゲージメント 代表 

◆審査委員 

中森 基雄 

蛭田 潤 

 

諏訪 良武 

菊池 淳一 

中尾 知子 

寺下 薫 

神田 晴彦 

 

河合 洋 

藤田 京子 

根本 直樹 

ＷＣＡＴ 代表取締役 

株式会社日本能率協会コンサルティング 

経営コンサルティング事業本部 マーケティングユニット シニア・コンサルタント 

ワクコンサルティング株式会社 常務執行役員 エグゼクティブコンサルタント 

株式会社 CCM総合研究所 代表取締役 コンタクトセンター・マネジメント 編集長 

株式会社セゾンパーソナルプラス 人材ビジネス部 主席講師 主任講師 

株式会社クリエイトキャリア 代表取締役 

株式会社野村総合研究所 デジタルワークプレイス事業二部 

チーフリサーチャー/ビジネスアナリスト/博士(経営学) 

株式会社つなぐ研究所 代表取締役 

パーソルコミュニケーションサービス株式会社 ビジネス本部 営業統括部 コンサルティング部 

FOXeey Consulting株式会社 代表取締役社長 
 

 

■公益社団法人企業情報化協会(IT協会)について 
 

公益社団法人企業情報化協会は、「IT 活用による経営革新の推進機関」として 

1981 年の設立以来、企業の情報化に関する調査研究及び開発を行い、その成果の

普及並びに実施を促進することにより、わが国の社会・経済及び産業の健全な発展に

寄与することを目的として活動しています。 

 

 名  称 ：公益社団法人企業情報化協会（略称：ＩＴ協会） 

 会  長 ：赤坂 祐二（日本航空株式会社 取締役会長） 

 設  立 ：１９８１年 7月１６日 

 会員数 ：約 240社 

 所在地 ：〒105-0011 東京都港区芝公園 3-1-22 日本能率協会ビル 3階 
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■２０２６年度 カスタマーサポート表彰制度 受賞企業とテーマ 
 

表彰名 受賞企業と受賞テーマ 

最優秀賞 
シスメックス株式会社 

現場が見えるコールセンターが創造する手術支援ロボット hinotori™の CX革新 

最優秀賞 
株式会社ミスミグループ本社 

ものづくり産業が挑む“AI Ready”-人と AIで生み出す、次世代の顧客体験価値- 

優秀賞 
Uber Japan株式会社 

Uber Japanのグローバル CS拠点活用:生成 AIによるスマートローカライズ 

優秀賞 
株式会社 NTT東日本サービス 

116等コンサルティングの AI-Readyづくり～人の時間を顧客価値に戻す DX～ 

優秀賞 
ネクセラファーマ株式会社／ネクセラファーマジャパン株式会社 

顧客と共創した新たな医療価値の実現 ― 医師との対話から生まれた治療実践モデル ― 

優秀賞 
株式会社WOWOWコミュニケーションズ 

カスタマーサポート品質向上に貢献する障害者雇用の実践 

特別賞（デジタル活用） 
株式会社 NTT ドコモ 

AIを“使う”から“使い続ける”組織へ（AI-Readyなセンターの実現） 

特別賞（マネジメント強化） 
株式会社 NTT東日本サービス 

統合マネジメント支援ツールによるマネジメント強化の取組～現場から発信する DX～ 

特別賞（デジタル活用） 
オーティファイ株式会社 

人と AIの総合力で実現する、スケーラブルなサポート体制構築への挑戦 

特別賞（ES向上） 
株式会社 Kirala 

『働きがい』が顧客価値を創る全員 SV型 CC改革 

特別賞（デジタル活用） 
トランスコスモス株式会社 

MVVを軸に AIで管理者を解放し顧客ビジョンに向き合う DX 

特別賞（ES・CS向上） 
ネスレ日本株式会社 

Wow To Smile ～顧客満足と従業員の自律性の両方を目指したネスレの挑戦～ 

特別賞（マネジメント強化） 
みずほ証券株式会社 

ナレッジを起点とした“成長ループ”の始動  ～ともに成長していく非対面チャネル 

特別賞（マネジメント強化） 
明治安田生命保険相互会社 

「選ばれる職場」×「選ばれる応対」パートナー企業との「共創」で進める CC運営革新 
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表彰名 受賞企業と受賞テーマ 

奨励賞 
株式会社 NTT東日本サービス 

AI×ビジネスホン デジタルコミュニケーションによるカスタマーサクセスの追求 

奨励賞 
ＳＯＭＰＯダイレクト損害保険株式会社 

KCS構想による顧客体験と組織パフォーマンスの最大化。 

奨励賞 
パーソルコミュニケーションサービス株式会社 

チリツモ 市民開発による業務改善～最悪スタートから笑顔になるまでの軌跡～ 

奨励賞 
株式会社 PR TIMES 

AI時代の VOC収集と事業成長～本当の声を受け止めビジネスを前進するサイクル～ 

奨励賞 
富士通株式会社／パーソルコミュニケーションサービス株式会社 

対話分析 AIが人の力を磨く ～「共感力」を育てる振り返り支援～ 

奨励賞 
株式会社 USEN NETWORKS 

「導入」で終わらせない！生成 AI×人の「泥臭い」運用改善による次世代 CXの実現 

奨励賞 
株式会社ユニオンゲートグループ 

お客様一人ひとりに向き合い、心に寄り添うカスタマーサポート 

奨励賞 
株式会社ユニリタ 

「サポート統合」による顧客価値の最大化を目指して 

奨励賞 
横河レンタ・リース株式会社 

チャーンを見逃さない！早期察知と防止の仕組み構築 

奨励賞 
株式会社ヨシダ 

カスタマーインティマシー/情報発信実現に向けた全員参加型生成 AI活用 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

最優秀賞 
 

シスメックス株式会社 

「現場が見えるコールセンター」が創造する手術支援ロボット hinotori™の CX革新 

 

 

シスメックス株式会社は、検体検査領域を中心に世界 190以上の国・地域で事業を展開し、医療現場の課題

解決に取り組んでいる。今回の取り組みは、手術支援ロボット「hinotori™サージカルロボットシステム」を支える

コールセンター部門および技術サービス部門が主体となり、手術支援ロボットの製造販売元である株式会社メデ

ィカロイドと連携して推進したものである。 

 

同社は、検体検査事業で培ったグローバルなカスタマーケア体制を基盤に、新規領域であるメディカルロボット

事業の国内コールサポートも展開している。hinotori™はグローバルで 110台以上が導入され、現時点で約

20,000症例の手術で活用されているが、さらなる市場浸透と症例数拡大に向けては、医療現場を支える高度な

サポート体制の構築が求められていた。 

 

コールセンターでは、サポート業務の約 80％の時間を状況確認に費やしていたことから、「状況確認の 80％を

ゼロにする」を目標に掲げ、秒単位のログ取得や映像情報を活用した新たなサポート基盤の構築に取り組んだ。

その実現に向けて、アジャイル型開発を採用し、メディカロイドと連携し短いサイクルで開発と評価を繰り返しなが

ら、現場の見える化を実現するプラットフォーム「MINS™（Medicaroid Intelligent Network System）」を構

築した。hinotori™から取得されるリアルタイム情報を可視化し、コールセンターから手術現場の状況を即時に把

握できる体制を整備した。 

 

2021年 9月からコールサポートでの運用を開始し、あたかも手術現場に立ち会っているかのような状況把握

を可能としたことで、迅速な問題解決と医師が安心して手術に集中できる環境づくりを実現した。その結果、電話

解決率 80％以上という目標を達成している。 

さらに、リアルタイム情報と蓄積したログを活用し、手術現場での問題発生の兆候を捉えるプロアクティブサポ

ートを推進するとともに、熟練者の知見を活用した自動モニタリングの高度化にも取り組んでいる。 

 

本取り組みは、患者の生命に直結する手術をリアルタイムで支援する極めて重要性の高いサービスサポートを

対象としながら、「現場の見える化」を実現した点に大きな特徴がある。手術現場をリアルタイムに把握し、あたか

も現場に立ち会っているかのような支援を可能にした点は、従来のコールセンターの役割を大きく拡張するもので

ある。コールセンターを従来の問い合わせ窓口（リアクティブサポート）から、取得データを活用したプロアクティブ

サポートに進化させ、問題発生前から価値を提供する新たなカスタマーサポートモデルを実現した。患者安全を最

優先とする考え方のもと、医療現場とともに新たな顧客価値を創出した取り組みであることから、最優秀賞に相応

しいと評価した。 

*hinotoriおよびMINSは株式会社メディカロイドの商標です 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

最優秀賞 
 

株式会社ミスミグループ本社 

ものづくり産業が挑む“AI Ready”-人と AIで生み出す、次世代の顧客体験- 

 

 

株式会社ミスミグループ本社は、製造業向けに世界最大級の品揃えと確実な短納期を提供する企業である。

本取り組みは、国内顧客の受注や問い合わせに対応するカスタマー・サポート・センターが、システム部門をはじめ

とする関係各部門と緊密に連携しながら推進したものである。 

 

同社は 3,000万点を超える商品と国内で 1日 10万件にのぼる受注を扱っており、納期やキャンセル可否な

ど、顧客ごとの個別条件に応じた具体的かつ迅速な回答が常に求められていた。しかし、従来型の FAQやルー

ルベースのチャットボットでは、多様化する問い合わせや大量の動的データを伴う個別対応に限界があり、顧客の

状況に応じた最適な回答を実現するためには抜本的な変革が必要な状況にあった。 

 

この課題に対し、同社は刷新した基幹システムと AI との高度な API連携を実現し、膨大な動的トランザクショ

ンデータをリアルタイムで活用できる AIチャットサービスを構築した。これにより、受注状況や商品情報など顧客

ごとに異なる条件を踏まえた最適な回答を瞬時に提示できる環境を実現している。 

 

さらに特筆すべきは、その実現を支えた現場主導の取り組みである。経験や勘に依存していた応対ノウハウや

判断分岐を構造化し、500件を超えるナレッジとして整備するとともに、蓄積された応対データベースの磨き込み

を継続的に実施した。リリース前には想定質問 500件の正答率 100％を公開条件として徹底した検証を行い、

約 2,000件の回答添削を実施したほか、リリース後も日々の問い合わせをもとに継続的なチューニングを重ねる

ことで、高品質な AI運用を実現している。 

 

その結果、AI正答率 96％という高い水準を達成するとともに、電話応答率は 91％から 98％へ向上した。ま

た、お客さまのお待たせ時間を年間 17,126時間削減し、大きな顧客時間価値創出を実現したほか、有人問い

合わせ件数も 20％減少した。創出された人的余力はより高度な有人サポートへと還元され、センター全体のつな

がりやすさと顧客体験価値の向上につながっている。 

 

本取り組みは単なる AIチャット導入にとどまらず、大量の動的データと AIを高度に連携させることで、従来の

FAQやチャットボットでは実現できなかった個別最適な顧客対応を可能にした点を高く評価した。また、その成果

は最新技術だけによるものではなく、現場担当者が日々顧客目線で検証と改善を積み重ね、システムと人の判断

の矛盾を是正し続けた地道な取り組みに支えられている。技術と人の知見を高次元で融合させ、人と AIがそれ

ぞれの強みを活かしながら顧客価値を創出する本施策は、次世代のコンタクトセンターモデルを体現する取り組

みであり、最優秀賞に相応しいと評価した。 

 

 



 7 / 29 

2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

優秀賞 
 

Uber Japan株式会社 

Uber Japanのグローバル CS拠点活用:生成 AIによるスマートローカライズ 

 

 

Uber Japan株式会社のコミュニティ・オペレーションズチームは、Uber Eats Japan合同会社が運営するフ

ードデリバリーサービス「Uber Eats」に関連する様々なカスタマーサポート業務を、同社からの業務委託に基づ

いて担っている。具体的には、カスタマーサポート、セーフティーサポート、お客様相談室、ソーシャルネットワークサ

ポートなど、多岐にわたるサポート領域を担当し、Uber Eatsの注文者・加盟店・配達パートナーをつなぐ三方向

のエコシステムにおいて、安心・安全と高品質な顧客体験の両立に取り組んでいる 

 

日本市場は世界的に見ても顧客の期待水準が高く、国内の人材不足も進行する中で、海外拠点を活用したサ

ポート体制の確立が求められていた。一方、従来の機械翻訳では日本語特有の文脈依存性や文化的ニュアンス

を十分に反映することが難しく、品質の均一化が課題となっていた。 

 

こうした課題に対し、同社は生成 AIを活用し、グローバル体制と日本市場をつなぐ新たなサポートモデルを構

築した。自社開発の生成 AI翻訳ツールを導入し、文脈理解、敬語表現、固有名詞の統一など日本市場向けの最

適化を実施することで、海外拠点においても自然な日本語による対応を可能とした。また、生成 AIを活用した文

化教育動画を制作し、日本特有の顧客心理やおもてなし文化への理解を促進した。さらに、グローバル標準評価

と国内 CXチームによる評価を組み合わせた二層構造の品質監査体制を整備し、翻訳品質と顧客体験品質の

双方を継続的に向上させる仕組みを確立した。 

 

これらの取り組みにより、海外拠点による日本語サポートは、日本語対応エージェントとの差分を顧客満足度で

マイナス 10％以内、低評価率でプラス 2％以内に抑える水準まで向上した。文化教育導入後は低評価率の改善

と顧客満足度の安定化にも寄与している。また、研修における文化理解度は 22％から 100％へ向上し、品質乖

離が発生した際にも迅速な再教育と改善が可能な運用体制を実現した。 

 

生成 AIを活用した翻訳、文化教育、品質ガバナンスを一体的に運用することで、グローバル体制の強みを最

大限に活かしながら、日本市場に寄り添ったサポート品質を実現した点は高く評価できる。さらに、主要指標や

VOCを継続的にモニタリングし、品質課題を迅速に改善する運営体制を構築するとともに、対応領域の拡大を進

めながら品質向上を持続的に実現している点も評価に値する。言語や文化の違いによって生じる品質差の解消

に取り組み、グローバル規模で均質な顧客体験の提供を実現したことも特筆すべき成果である。こうした取り組み

は、生成 AIを活用した顧客サポートの新たなあり方を示すものであり、グローバル拠点活用と日本品質の両立を

実現した、業界全体のモデルケースとなる先進的な事例であることから、優秀賞に相応しいと評価した。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

優秀賞 
 

株式会社 NTT東日本サービス 

116等コンサルティングの AI-Readyづくり～人の時間を顧客価値に戻す DX～ 

 

 

株式会社 NTT東日本サービスは、NTT東日本のインフォメーションセンターとして、お客さまからのWebや電

話による問い合わせ対応や各種注文受付、お客さまに最適なソリューション提案を行うとともに、パートナー企業

やアライアンス企業と連携した総合窓口業務を担っている。 

 

同社川口フロントセンターでは、お客さま対応やソリューション提案など幅広い業務を担っており、高度な業務知

識とコンサルティング力が求められていた。一方で、成功事例や提案ノウハウは個人に依存する部分が大きく、知

識検索や資料作成に多くの時間を要していた。そのため、全社員が生成 AIを活用できる環境を整備し、お客さま

への提案活動により多くの時間を振り向けることが課題となっていた。 

 

こうした課題に対し同センターは、「人の時間を顧客価値に戻す DX」を掲げ、生成 AIの現場実装を推進した。

単なるツール導入にとどまらず、「一人も置いていかない」を合言葉に、「知る・触れる」「使う・展開する」「業務に

組み込む」の段階的な取り組みを通じて、全社員が生成 AIを活用できる AI-Readyな組織づくりを進めた。 

 

具体的には、社内に分散していた成功事例や VOCを整理・構造化し、成功事例 RAG と提案支援 AIエージ

ェントを構築した。これにより、従来は役職者の経験や個人知に依存していた提案ノウハウを組織の知識資産とし

て共有し、誰もが活用できる環境を整備した。また、オペレーター自身が応対ログをもとにセルフ診断を行い、自律

的に改善できるセルフ応対改善型エージェントを構築し、従来は役職者に依存しがちだった応対品質向上プロセ

スを、オペレーター主体で回していく仕組みへと高度化した。 

 

その結果、成功事例の検索や資料作成に要していた時間は 30分から 30秒へ短縮され、応対評価資料の作

成時間も 60分から 3分へと大幅に削減された。生成 AI活用による年間削減時間は約 4,300時間に達し、創

出した時間をお客さまとの対話や提案活動へ再配分することを可能とした。また、NTT東日本のサービス利用継

続率は 91.9％から 94.1％へ向上するなど、顧客体験価値の向上にも成果を上げている。 

 

同センターの取り組みは、生成 AIを単なる業務効率化ツールとして活用するのではなく、現場に蓄積された成

功体験や提案ノウハウを組織全体で再利用可能な知識資産へ転換した点に大きな特徴がある。また、「一人も置

いていかない」という考えのもと、学習機会の提供から業務実装、組織展開までを一貫して推進し、全社員が生成

AIを活用できる AI-Readyな組織づくりを実現した点も高く評価できる。生成 AI活用を一部の実践者に留め

ることなく組織全体へ定着させ、人と AIが協働する新たな業務運営モデルを構築した実践は優れた取り組みで

あり、優秀賞に相応しいと評価した。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

優秀賞 
 

ネクセラファーマ株式会社／ネクセラファーマジャパン株式会社 

顧客と共創した新たな医療価値の実現 ― 医師との対話から生まれた治療実践モデル ― 

 

 

ネクセラファーマ株式会社／ネクセラファーマジャパン株式会社は、新たな治療薬の研究開発および販売を行

う製薬企業である。担当部門は、顧客である医師との対話を通じて医薬品の適正使用を支援し、医療現場におけ

る価値創出を推進している。 

 

対象疾患であるくも膜下出血は予後が不良であり、元の生活に戻れる患者は約 3分の 1にとどまるという大

きな社会課題を抱えている。同社が扱う治療薬「ピヴラッツ®（一般名：クラゾセンタン）」は、海外では十分な効果

が確認できず一度は開発が中断されたが、日本の医療環境や患者特性に着目し、日本発で再評価・実用化に挑

戦した。 

 

本取り組みでは、日本の医療現場との継続的な対話を基盤に、治療の進め方そのものを見直した。特に、本剤

の効果発揮には従来とは異なる水分管理が必要であり、薬剤の提供だけでなく、適切な治療環境の構築が重要

であった。そのため、投与経験のある医師との議論や実臨床データの共有を重ねながら、医療機関ごとの運用方

法や治療プロトコルを共に構築した。さらに、本剤の有効性や、副作用への対処方法に対して不安や疑問を持つ

医師も含めて継続的な対話を重ね、現場での実践と改善を繰り返すことで、治療法の最適化と普及を推進した。 

 

これらの取り組みは、大手製薬企業とは異なる少人数組織の強みを活かし、開発、MR、マーケティング、メディカ

ル部門が密接に連携することで実現した。また、製薬企業が一方的に情報提供するのではなく、医師と共に知見

を蓄積し、医療価値を共創する独自のアプローチを確立した。 

 

その結果、本剤は発売から 4年で市場シェア約 74％を獲得し、累計 26,000例以上に投与される標準治療

として定着した。さらに、医師主導により学会発で製品固有の投与法に関する実践的手引きの作成が進められる

など、主治医ごとの判断から標準治療への転換を実現している。 

 

グローバルで開発が中断された医薬品を、日本の医療現場との対話を通じて再評価し、新たな医療価値として

臨床応用した点は高く評価できる。特に、カスタマーサポートが単なる情報提供や事後対応の役割を超え、医師と

の共創を通じて製品価値の再定義と標準治療化の起点となったことは独創性が高い。世界が一度は諦めた薬を

日本発で再び実用化し、大きな社会的意義と成果をもたらした優れた取り組みであることから、優秀賞に相応し

いと評価した。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

優秀賞 
 

株式会社WOWOWコミュニケーションズ 

カスタマーサポート品質向上に貢献する障害者雇用の実践 

 

 

株式会社WOWOWコミュニケーションズは、コンタクトセンター運営や顧客管理業務などを展開し、応対品質

向上専門組織「WOWCOM College」を中心に、顧客視点での品質向上活動に取り組んでいる。 

 

同社では、コンタクトセンター事業の拡大に伴い、応対品質管理業務が管理者の大きな負担となる一方、障害

者雇用においては業務の切り出しや定着支援が課題となっていた。特に精神障害者雇用は、一人ひとりの特性に

応じた業務設計や継続的な支援体制が求められることから、企業にとって取り組みの難易度が高い領域とされて

いる。 

 

こうした中、同社は従来の「障害者に適した業務を作る」という発想ではなく、コンタクトセンター運営の根幹を

担う応対品質調査業務を再設計し、「品質を支える専任チーム」として位置付けた。本取り組みは、障害者雇用支

援のプロフェッショナルである株式会社スタートラインと協業し、両社の得意領域を掛け合わせて推進している点

も大きな特徴である。録音された応対音声をモニタリングし、定められた評価基準に基づいて品質評価を実施す

る体制を構築するとともに、スタートライン社の知見を活かして個々の特性を理解した支援体制を整備することで、

ルールに基づく評価力や高い集中力、細部への着眼力といった強みを応対品質向上業務に活かしている。 

 

その結果、管理者による品質管理業務の工数を月 200時間削減するとともに、品質改善活動の高度化を実

現し、迅速なフィードバックによるオペレーター育成や品質向上につなげている。また、専任チームのメンバーは評

価業務にとどまらず、報告書作成や新人支援などへと役割を広げ、評価精度 90～100％という高い水準を維持

しながら、安定した運営を支えている。 

 

多くの企業が障害者雇用における業務設計に課題を抱える中、本取り組みは、障害者雇用の中でも特に難易

度が高いとされる精神障害者雇用に積極的に取り組み、コンタクトセンターに不可欠な応対品質調査業務そのも

のを担う中核的な役割として再構築した点が高く評価された。障害の有無にかかわらず個々の特性を品質向上と

いう企業価値の創出に結び付けるとともに、支援体制の充実によって安心して長く活躍できる環境を実現してい

る。 

 

さらに、その取り組みを自社内に留めず、他企業への展開を視野に入れながら社会全体への普及を目指してい

る点にも大きな意義がある。コールセンター業界における精神障害者雇用の新たな可能性を示すとともに、顧客

サービス品質の向上と社会的価値創出の両立を実現した取り組みであることから、優秀賞に相応しいと評価し

た。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

特別賞（デジタル活用） 
 

株式会社 NTT ドコモ 

AIを“使う”から“使い続ける”組織へ（AI-Readyなセンターの実現） 

 

 

株式会社 NTT ドコモは、個人向け ISP事業「OCN」を支えるコンタクトセンターとして、総合受付センターおよ

びテクニカルサポートセンターを運営し、お客さまからの問い合わせ対応や各種サポート業務を担っている。 

 

同社では、これまでもチャットボットや RPA、生成 AIなどの活用を進めてきたが、拠点ごとに応対品質や生産

性にばらつきがあり、ナレッジも複数システムに分散していたため、同じ問い合わせでも判断が異なるなど属人化

が課題となっていた。また、ナレッジを整備しても検索に時間を要し、現場で十分に活用されない状況が続いてい

たことから、AIを活用する前提となる業務構造そのものの見直しが求められていた。 

 

こうした課題に対し同社は、「AIを使う」ことではなく、「AIを使い続けられる組織」の実現をめざし、AI-

Readyなセンターづくりに取り組んだ。まず、オペレーターが参照する情報や業務導線を統一し、誰もが同じ情報

に基づいて判断できる環境を整備した。その上で、分散していたナレッジをWikiへ集約し、AIが活用しやすい構

造へ再設計するとともに、AIによるデータ整形やタグ付け、現場との連携によるサイト構造の最適化を進め、人と

AIの双方が利用しやすいナレッジ基盤を構築した。さらに、現場部門と継続的に連携しながら運用ルールや更新

プロセスの整備を進め、ナレッジを継続的に活用・改善できる仕組みづくりを推進した。 

 

その結果、ナレッジ到達率 92％を達成し、導入前比で 27ポイント改善するとともに、AI活用の定着と回答品

質の向上につながった。また、オペレーター満足度は 93％、AI回答に対する評価は 79％と導入前比 13ポイン

ト向上し、応対品質と生産性の均一化を推進した。さらに、属人性に依存しない業務運営を実現し、現場が継続

的に AIを活用できる状態を構築している。 

 

同社の取り組みは、生成 AIを単に導入するのではなく、AIが機能する前提となる業務構造やナレッジ基盤そ

のものを再設計した点に大きな特徴がある。特に、従来はオペレーターの経験やスキルに依存していた応対を、情

報と環境の均一化によって再構築し、その上で AIを業務に組み込んだ点は高く評価できる。また、AI活用を一

過性の施策で終わらせることなく、現場に定着する運用基盤として整備したことは、持続可能なデジタル活用の実

践として意義が大きい。「AIを使う」から「AIを使い続ける」へと発想を転換し、AI と人が協働できる運用モデル

を現場に定着させたことは、デジタル活用の優れた実践事例である。今後は、AI活用効果の可視化を進めること

で、さらなる展開と成果創出が期待されることから、特別賞（デジタル活用）と評価した。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

特別賞（マネジメント強化） 
 

株式会社 NTT東日本サービス 

統合マネジメント支援ツールによるマネジメント強化の取組～現場から発信する DX～ 

 

 

株式会社 NTT東日本サービスは、16拠点で NTT東日本株式会社の総合窓口としてコンタクトセンター業

務を行っており、116業務や IPコールセンター業務などを担っている。八戸フロントセンタはそのうちの 1拠点と

して対応している。 

 

同センターでは、応対内容と販売情報が別管理となっており、振り返りや分析に苦慮していた。また、案件管理

がオペレーター任せとなっていたため、案内漏れや事務処理漏れ、提案漏れなどが発生していた。こうした課題に

対し、組織として案件管理を強化する必要があると判断し、改善に取り組んだ。 

 

具体的には、センター内に点在する各種データと手作業プロセスを全面的に見直し、Power Apps、Power 

Automate、Power BI等を活用して、対応案件・販売・通話情報の一元管理と自動化を推進した。また、アプリ

導入時の抵抗感を軽減するため、階層別に最適化した説明会やデモ・ハンズオン形式の勉強会を実施し、操作習

熟を支援した。さらに、専用の意見収集サイトを設け、利用者から寄せられた要望を継続的に機能へ反映するな

ど、改善を重ねながら運用定着を推進した。 

 

その結果、案件検索や日締め作業、取次依頼などの業務効率化により、月間約 1,745時間の稼働削減を実

現した。案件管理や成果のリアルタイム可視化によって、処理遅延や進捗状況の把握が容易となり、役職者による

迅速な判断とフォローが可能となった。また、マネジメント精度や生産性が向上し、センター全体の管理品質向上

と平準化につながっている。 

 

業務プロセス全体を見直し、Power Apps、Power Automate、Power BI等を活用した自動化、AIによる品

質強化、デジタル化を推進することで、人が担っていた工程の効率化とミスの低減を実現した点は高く評価でき

る。また、現場利用者に対する説明会やハンズオン形式の勉強会を通じて運用定着を図るとともに、利用者から寄

せられた要望を継続的に機能へ反映することで、実効性の高い仕組みへと発展させたことにも大きな意義があ

る。 

 

さらに、案件管理や成果の可視化によって役職者の迅速な意思決定とフォローを可能とし、センター全体の管

理品質向上とマネジメントレベルの平準化を実現した点も評価できる。これらの取り組みにより、業務効率化、品

質向上、マネジメント精度向上を実現し、センター運営のマネジメント強化につなげたことから、特別賞（マネジメン

ト強化）と評価した。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

特別賞（デジタル活用） 
 

オーティファイ株式会社 

人と AIの総合力で実現する、スケーラブルなサポート体制構築への挑戦 

 

 

オーティファイ株式会社は、AIを活用したソフトウェア品質保証基盤を提供する企業であり、自然言語によるテ

ストステップ作成や AIによるシナリオ修正などを実現する新プロダクト「Autify Nexus」を展開している。カスタ

マーサポートチームは、チャットによる問い合わせ対応に加え、ヘルプセンターや AIボットの活用を通じて、お客様

が自ら課題を解決できる支援環境の整備を担っている。 

 

同社では、「Autify Nexus」のリリースに伴い、高度な技術知識を要する問い合わせへの対応が求められるよ

うになった。しかし、立ち上げ初期で蓄積ナレッジが十分ではなく、人員を増やさずに新製品のサポート体制構築

と既存製品のサポート品質維持を両立しなければならなかった。こうした状況から、人員増に依存せず継続的に

品質を維持できるスケーラブルなサポート基盤の確立が急務となっていた。 

 

具体的には、Slackや問い合わせ対応時のスタンプ・タグ付与を起点に、AIが内容を整理・要約し、Notionへ

蓄積するナレッジ蓄積の仕組みを構築した。これにより、個人の経験や都度対応に依存しがちな知識を再利用可

能な形で共有し、新プロダクト立ち上げ初期に不足しがちな情報基盤を短期間で形成した。また、GitHubの PR

情報をもとに、ヘルプ記事の下書き作成からレビュー、多言語翻訳までを半自動化し、開発側の変更内容を迅速

に顧客向けドキュメントへ反映できる体制を整備した。さらに、生成 AIエージェント「Intercom Fin」を早期に導

入するとともに、回答内容を人が日次でモニタリングする「ガードレール運用」を組み合わせることで、回答精度と

品質を継続的に向上させた。 

 

その結果、AIエージェント導入後 1か月で「Autify Nexus」に関する問い合わせの 50.7％を自己解決へ導

き、その後も平均 47.7％という高い解決率を維持した。また、新規ヘルプ記事の作成時間を 60分から 15分へ

と 75％削減し、3か月間の記事リリース数を 15件から 45件へと 3倍に拡大した。新製品のリリースに伴い問

い合わせ件数が約 2倍に増加した状況下においても、人員を増やすことなく高速かつ高品質なサポート体制を

実現している。 

 

AIに依存するのではなく、人がナレッジ共有と品質管理の要所を担いながら、AIの即時性と拡張性を最大限

に引き出した点は高く評価できる。特に、新プロダクト立ち上げという変化の大きい環境下において、人と AIが相

互に補完し合う運営モデルを確立し、スピード、拡張性、品質保証を高次元で両立した実践は、デジタル活用の優

れた事例であり、特別賞（デジタル活用）と評価した。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

特別賞（ES向上） 
 

株式会社 Kirala 

『働きがい』が顧客価値を創る全員 SV型 CC改革 

 

 

株式会社 Kiralaは、美容家電「STELLA BEAUTE」、生活家電「Kirala Air」などを展開しており、コンタクト

センターは南船橋の自社センターと札幌の委託先センターの 2拠点体制で運営している。 

 

同社のコンタクトセンターでは、採用時から全員がスーパーバイザーレベルを目指す方針を一貫して掲げ、「働

きがい」が顧客価値を創る全員 SV型コンタクトセンター改革に取り組んできた。設立から 4年を経て、こうした

取り組みが顧客価値と組織成果の両面に結び付いてきたことから、AI時代にも通用する新たなコンタクトセンタ

ーモデルとして、展開している。 

 

具体的には、センター独自のキャリアアップ制度を整備し、OJT、1on1、定期フィードバック、PJ リーダーチャレン

ジなどを通じて、現場メンバーを単なる実行者ではなく、改善と運営の担い手として育成してきた。パートスタッフを

含む全員が段階的にスーパーバイザーレベルを目指し、応対、改善、共創の視点を高めながら、チームで運営を

創り上げる取り組みを継続している。また、自社センターと委託先センターが一体となった「Oneチーム」体制のも

と、FAQや AIボイスボット、Visual-IVRなどのデジタル施策も活用しながら、顧客価値向上と業務改善を推進

してきた。 

 

その結果、委託先リプレイス時には現場メンバー主体で FAQ整備を進め、FAQ件数は 780件から 1,257

件へ拡大した。また、札幌拠点におけるメンバーの自己完結率は 94.9％まで向上し、平均処理時間（AHT）は

22分 29秒から 16分 40秒へ短縮された。さらに、顧客満足度指標の一つとして、解決スピード満足度

80.8％、エフォートレス評価 80.0％を達成したほか、レンタル顧客のリテンション成功率も 12.1％から 24.2％

へ向上するなど、顧客価値と業務成果の両面で成果を創出している。加えて、GPTW Japan「働きがいのある会

社」調査でも社内トップクラスのスコアを獲得しており、「働きがい」を起点とした組織づくりが成果につながって

いることを示している。 

 

全員がスーパーバイザーレベルを目指すという運営思想を、人材育成、改善活動、委託先との連携、デジタル

活用にまで一貫して展開し、実践的な運営モデルとして定着させている点は高く評価できる。また、「働きがい」や

「主体性」を組織文化として醸成するだけでなく、顧客価値向上や組織成果の創出へと結び付けている点にも大

きな特徴がある。少人数体制で高い顧客価値と業務成果を両立し、働きがいを起点とした人材育成と組織運営

により、従業員の主体性を顧客価値へ転換する実践的なモデルを構築していることから、特別賞（ES向上）と評

価した。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

特別賞（デジタル活用） 
 

トランスコスモス株式会社 

MVVを軸に AIで管理者を解放し顧客ビジョンに向き合う DX 

 

 

トランスコスモス株式会社の受賞対象窓口は、国内外 4拠点、約 600名規模で通信系クライアントの

カスタマーサポートを運営している。本取り組みは、長年にわたり浸透を進めてきた事業所MVV

（Mission・Vision・Value）を基盤に、AI とデジタル技術を活用して顧客体験価値の向上をめざした業務

改革である。 

 

同窓口では、管理者が日々のエスカレーション対応や資料作成などの定型業務に多くの時間を費やし、

本来注力すべき顧客体験向上やクライアントへの価値提案に十分な時間を確保できないことが課題とな

っていた。そこで、現場で日常的に発生するエスカレーション対応の会話そのものを知識資産と捉え、「日

常をデータ化する」という発想のもと、業務改革に取り組んだ。 

 

具体的には、AI音声レコーダー（PLAUD NotePin）を活用してエスカレーション会話をテキスト化し、

生成 AIツール（Genspark）による資料化、AI動画生成ツール（NoLang）による動画化までを自動化す

る仕組みを構築した。これにより、従来は属人的に蓄積されていた知識を短期間で展開できる環境を実現

し、知識共有の迅速化と標準化を実現した。また、プロンプト設計や改善サイクルを継続的に見直すこと

で、知識展開の精度向上と定着を図った。 

 

その結果、エスカレーション資料作成時間は従来の 3時間から 15分へと大幅に短縮された。さらに、

AHT（平均処理時間）は 33秒、保留時間は 20秒短縮し、業務効率と応対品質の向上を実現した。創出

された時間を活用して、管理者は VOC提案やクライアントとのリレーション強化に注力できるようになり、

顧客総合満足度は 3.9から 4.7へ、NPSは 8から 10へ向上したほか、応対満足度の向上や退職率改

善にもつながっている。 

 

MVV という組織の価値観と AI・DXによる業務効率化を有機的に結び付けることで、管理者を定型業

務から解放し、顧客体験向上やクライアント価値創出に向けた行動変容を実現した点は高く評価できる。

デジタル技術を単なる効率化手段として活用するのではなく、人が本来注力すべき顧客理解や価値創出

へ時間を振り向ける仕組みとして定着させた点にも大きな意義がある。現場に蓄積される知識をデジタル

技術によって資産化し、多くのコンタクトセンターが抱える現実的な課題に対して実践的な解決策を示した

業務改革の好事例であることから、特別賞（デジタル活用）と評価した。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

特別賞（ES・CS向上） 
 

ネスレ日本株式会社 

Wow To Smile～顧客満足と従業員の自律性の両方を目指したネスレの挑戦～ 

 

 

ネスレ日本株式会社のマーケティング＆コミュニケーションズ本部コンシューマーエンゲージメントサービス部

（CESセンター）は、電話・メール・チャット・チャットボット・FAQを通じて年間約 320万件のお問い合わせに対応

している。本取り組みは、お客様相談室を起点として企画されたものである。 

 

ブランドアンバサダーを対象とした ES調査の結果、自律性の向上が課題として明らかになった。さらにヒアリン

グを実施したところ、電話やメール対応業務が単調化し、業務が作業化していることが要因として確認された。一

方で、標準化が求められるコンタクトセンター業務の特性上、従業員に自由な裁量を与えにくいという構造的な課

題も抱えていた。 

 

そこで同社は「Wow To Smile Project」を立ち上げ、受電やメール対応時にライフイベントに関するキーワー

ドが確認された顧客に対し、標準対応に加えたプロアクティブなコミュニケーションを実施できる裁量をブランドア

ンバサダーへ委譲した。結婚、出産、転居などの場面において、メッセージカードやプレゼントを任意で提供できる

仕組みを導入し、自律的な判断による顧客対応を可能とした。また、本施策はノルマや数値目標、上司からの指示

を設けず、好事例の共有やワークショップの実施を通じて自発的な参加を促進した。 

 

その結果、ES調査におけるやる気・意欲・積極性・達成度の客観的評価はいずれも 5点満点中 4点以上を記

録した。年間の取り組み件数は 120件に達し、全ブランドアンバサダーが主体的に複数の顧客へ対応している。

従業員満足度は 1.6ポイント向上し、顧客満足スコアも 18ポイント向上したほか、対象顧客の 18％から感謝の

返信が寄せられるなど、顧客との関係性強化にもつながった。また、本施策はお客様相談室内の取り組みに留ま

らず、センター全体へ展開される組織横断的な活動へと発展しており、自律的な行動を促す企業文化の醸成にも

繋がっている。 

 

安全かつ安心な運営環境を維持しながら、人とのつながりを重視した温かみのある顧客体験を創出した点は

高く評価できる。AI活用が進展する時代においても、人にしか提供できない価値を活かした顧客対応を実現する

とともに、従業員の自律性向上を起点として ES と CSの双方を向上させる好循環を創出した点は特筆に値す

る。さらに、現場の自主性を尊重しながら継続的な参加を促す仕組みを構築し、組織全体へ展開可能なモデルへ

と発展させたことも評価できる。従業員満足と顧客満足の同時向上を実現した優れた取り組みであることから、特

別賞（ES・CS向上）と評価した。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

特別賞（マネジメント強化） 
 

みずほ証券株式会社 

ナレッジを起点とした“成長ループ”の始動  ～ともに成長していく非対面チャネル 

 

 

みずほ証券株式会社は、国内大手の総合証券会社として、多様な金融商品を提供するとともに、非対面チャネ

ルにおける顧客体験の向上にも注力している。今回の取り組みは、コンタクトセンターにおけるマニュアル、トークス

クリプト、FAQなど、業務遂行の基盤となるナレッジの刷新を対象としている。 

 

証券業務は高度な専門性と複雑性を有しており、「証券は難しい」という課題は顧客・社員双方に共通する不

変のテーマである。一方で、ナレッジは長年にわたりエクセル形式で運用されてきたことから、「使う側」と「作る

側」の間に認識の隔たりが生じ、必要な情報が見つからない、見つけても解決に至らないといった課題が顕在化

していた。 

 

こうした構造的課題に対し、同社はナレッジ基盤の構築・拡張を見据え、新たなマニュアルツールを導入した。

担当者ごとの感覚や好みに依存していた記述やレイアウトを標準化し、情報を再構成することで視認性を向上さ

せたほか、複数ワード検索や分類・構造化機能を実装し、必要な情報へ迅速に到達できる環境を整備した。また、

オペレーターの声や検索データを活用しながら継続的に改善を行う運用体制を構築し、現場の知見を組織の資

産として蓄積・活用できる仕組みを実現した。 

 

その結果、マニュアル作成・編集時間は 60％削減され、保留回数は 7％、保留時間は 30％改善した。また、メ

ンテナンス対象抽出時間は 75％削減されるなど、業務効率化と品質向上の双方で成果を上げている。加えて、

データに基づいて改善対象を把握し迅速に反映できるようになったことで、ナレッジの品質管理と運用効率が大

幅に向上した。さらに、投稿機能を通じてオペレーターが改善提案に参画することで、利用者から共創者へと役割

を広げ、個々の経験や知見が組織全体のナレッジへと還元される循環が生まれている。 

 

ナレッジを単なる業務マニュアルではなく、継続的に成長する組織資産として位置付け、データと現場の知見を

活用しながら改善を続けるマネジメント体制を構築した点は高く評価できる。また、ナレッジの標準化・検索性向

上・改善サイクルの高度化を通じて、業務品質と顧客体験の向上を両立させたことに加え、オペレーターが共創者

として参画する成長ループを生み出した点も特筆に値する。さらに、「証券は難しい」という業界共通の課題に対

し、ナレッジを活用して顧客と社員双方の課題解決に取り組み、組織全体で知識を磨き続ける仕組みを構築した

意義は大きい。将来的には全社領域を包含する統合ナレッジ基盤への発展も構想しており、ナレッジ・データ・人

財を循環させながら組織全体の知識活用を高度化する取り組みとして期待されることから、特別賞（マネジメント

強化）と評価した。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

特別賞（マネジメント強化） 
 

明治安田生命保険相互会社 

「選ばれる職場」×「選ばれる応対」パートナー企業との「共創」で進める CC運営革新 

 

 

明治安田生命保険相互会社の明治安田コミュニケーションセンター（以下 CC）は、会社の「顔」であり「象徴」と

して、お客さまに「確かな安心を、いつまでも」届けることを使命とし、「『感動』の体験価値を創造し続ける『人に

一番やさしい』CC」の実現をめざしている。 

 

同センターでは、派遣人財の安定確保がセンター運営の重要課題となっていた。また、従来の顧客満足度（CS）

向上に加え、お客さま体験価値（CX）の向上を通じて本業へ貢献することが求められる中、働く仲間とお客さまの

双方から「選ばれ続ける」センターづくりに取り組んだ。 

 

その中核となったのが、派遣元企業 5社との「共創」関係の強化である。センター運営の土台となるパートナー企

業の知見やノウハウを積極的に取り入れ、EX向上等をテーマとした「CC革新研究会」を継続開催したほか、セ

ンターの将来像について議論する場を設け、運営改善につなげてきた。また、研究会で得られた提言をもとに、研

修動画の導入や SV評価制度の新設など具体的な施策へ展開し、働きやすい職場環境づくりを推進した。 

 

働く仲間から選ばれる職場づくりでは、自学自習を可能とする研修動画の導入、SVの貢献を適切に評価する制

度の新設、感情分析を活用したコミュニケーターとの対話機会の創出、処遇水準・体系の見直しなどを実施した。

あわせて、お客さまから選ばれる応対の実現に向け、応対品質を評価するスキル評価の継続実施、柔軟な応対を

可能とするスクリプト改訂、デジタルツールの運用・管理態勢の整備を推進した。 

 

これらの取り組みの結果、職場満足度調査における総合満足度は前回調査から大きく向上した。また、お客さま満

足度および NPSスコアは高い水準を維持するとともに、デジタルアクセス率も向上し、働く環境の改善と顧客体

験価値向上の双方で成果をあげている。さらに、感情分析を活用したコミュニケーター支援や処遇制度の見直し

などを通じて、人材の定着と育成を支える基盤整備にも成果が見られた。 

 

パートナー企業との共創を通じて、働く仲間から選ばれる職場づくりと、お客さまから選ばれる応対品質向上を両

輪で推進し、持続的なセンター運営基盤の強化を実現した点は高く評価できる。パートナー企業を巻き込み、セン

ターのあるべき姿やその実現に向けた施策を継続的に推進し、効果につなげている点を評価し、特別賞（マネジメ

ント強化）と評価した。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

奨励賞 
 

株式会社 NTT東日本サービス 

AI×ビジネスホン デジタルコミュニケーションによるカスタマーサクセスの追求 

 

 

株式会社 NTT東日本サービスは、NTT東日本の総合窓口として、お客さまからのお問い合わせや各種注文

受付、最適なソリューション提案を担うコンタクトセンターを運営している。本取り組みは、新宿フロントセンタのイン

サイドセールス部門において、ビジネスホン販売の電話完結化と提案力向上を目的に実施された業務改革であ

る。 

 

従来、ビジネスホン販売は訪問営業を前提としており、現地での宅内環境確認や専門知識を有する技術者の

支援が不可欠であった。一方、電話やWebを活用した営業活動の拡大に伴い、現地確認ができないことや、全

拠点に有スキル者を配置できないことが課題となっていた。また、受付者の知識習得や提案活動を支援する仕組

みの整備も求められていた。 

 

こうした課題に対し、同社はオンライン商談ツール「ベルフェイス」のカメラ機能を活用し、遠隔で顧客環境を確

認できる仕組みを構築した。さらに、有スキル者がオンラインで支援できる体制を整備するとともに、約 2,300件

の機器情報を集約したビジネスホン検索アプリを PowerAppsで内製開発した。アプリには機器検索機能に加

え、リース・割賦計算機能や、応対記録を AIで分析し育成につなげる機能を搭載し、利用者の声を反映しながら

継続的な改善を進めている。 

 

これらの取り組みにより、ビジネスホン販売における知識面・環境面の障壁が大きく低減され、受付者が自信を

持って提案活動に取り組める環境が整った。その結果、提案数は 3.7倍、販売額は 14.6倍へと大幅に増加し

た。また、情報検索に要する時間は 15分から 3分へと 80％削減され、業務効率化と販売機会の拡大を実現し

ている。利用者アンケートでは約 8割が業務に役立つ取り組みであると回答しており、確認のための保留や折り

返し対応の削減、スムーズな提案活動の実現など、現場業務の質向上にもつながっている。さらに、社内アワード

での発表を契機に展開が進み、現在では 11センタ・1,285名が利用する取り組みへと発展している。 

 

現場スタッフ自らが課題を抽出し、デジタル技術や AIを活用して解決策を内製化した実行力は高く評価でき

る。また、利用者の声を継続的に取り込みながら改善を重ね、個人の知識や経験に依存しない販売支援モデルを

構築したことも評価に値する。また、現場で実際に使われることを重視し、利用者の声を反映しながら改善を重ね

ている点は、持続的な業務改革としても評価できる。今後は顧客体験のさらなる可視化や AIを活用した提案ナ

ビゲーションへの発展により、一層のカスタマーサクセス実現が期待されることから、奨励賞と評価した。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

奨励賞 
 

ＳＯＭＰＯダイレクト損害保険株式会社 

KCS構想による顧客体験と組織パフォーマンスの最大化。 

 

 

ＳＯＭＰＯダイレクト損害保険株式会社は、ＳＯＭＰＯグループの通販型損害保険事業を担う保険会社であり、コ

ンタクトセンターでは保険加入を検討するお客さまや契約者からの問い合わせに対応している。同センターでは、

すべてのお客さまに最適なサポートを提供し、迷わないエフォートレスな体験を実現することを目指している。 

 

一方で、多様化する顧客ニーズや商品改定、各部門で実施される施策への対応により、コミュニケーターが習

得すべき知識は増加していた。また、限られた人員体制の中でより多くのお客さまに対応するため、生産性向上と

呼量削減が課題となっていた。特に、お客さまが掛けたくない電話を未然に防ぎ、デジタルチャネルでの自己解決

を促進するためには、コミュニケーターの応対で得られた知見を FAQやチャットボットへ適切に反映し、デジタル

上でも同等の案内品質を提供できる状態を整備することが不可欠であった。そのため、変化の早い保険商品知

識を迅速かつ正確に提供し続けるためには、個人の学習だけでなく、ナレッジを活用した業務運用への転換が必

要であった。 

 

こうした課題に対し、同社は KCS（Knowledge Center Service）の考え方を基盤に、独自のナレッジ共有サ

イクルを構築した。お客さまとの会話中にキーワードを検索し、検索結果から必要な知識を活用して回答するとと

もに、使用したナレッジの有用性を評価・フィードバックする運用を整備した。蓄積されたフィードバックはナレッジコ

ンテンツの継続的な改善に活用し、さらに公開 FAQやチャットボットなどのセルフサポート改善にも迅速に反映し

ている。 

 

この取り組みにより、ナレッジ活用率は 31.7％から 100％へ向上し、ナレッジ検索・活用を前提とした新たな標

準オペレーションが定着した。また、セルフ解決率は前年同期比 1.3％向上し、入電数は前年度対比 10％削減す

る成果につながった。お客さま総合満足度は前年度と同等水準を維持しており、顧客満足度を保ちながら、自己

解決促進と入電抑制を実現した点は成果として評価できる。さらに、個人の暗黙知が形式知としてナレッジ化さ

れ、知識の属人化解消やコミュニケーターのやりがい向上にもつながっている。 

 

変化の早い保険商品知識に対し、ナレッジを活用して迅速かつ正確な回答を実現するとともに、蓄積した知見

を FAQやチャットボットへ展開することで、有人対応とセルフサポートをつなぐ好循環を構築した点は評価でき

る。さらに、コミュニケーター個人が保有していた知識や経験を組織全体で共有・活用できる仕組みへ転換したこ

とで、応対品質の標準化と継続的な改善活動を実現している点も注目される。ナレッジの活用と改善を日常業務

に定着させ、顧客体験向上と組織パフォーマンス向上の両立に挑戦した意義は大きい。今後は、蓄積した知見の

さらなる活用や FAQ・チャットボットの高度化を通じて、より質の高い顧客体験の実現を期待して、奨励賞と評価

した。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

奨励賞 
 

パーソルコミュニケーションサービス株式会社 

チリツモ 市民開発による業務改善～最悪スタートから笑顔になるまでの軌跡～ 

 

 

パーソルコミュニケーションサービス株式会社は、30年以上にわたりコンタクトセンター運営や ICTサポートサ

ービスを提供しており、企業向けヘルプデスクサービスおよびカスタマーサポートサービスを展開している。今回の

取り組みは、北九州サポートセンターにおいて、サービスプロバイダー企業から受託した法人向けサポート業務を

対象に実施された。 

 

同センターでは、問い合わせ件数の急増や業務の複雑化に伴い、対応品質の維持が課題となっていた。個人

の経験や注意力に依存した運用では安定した品質確保に限界があることから、誰もが同じ品質で対応できる業

務環境の構築が求められていた。また、ミスの発生に伴う調査や報告、顧客対応などの負荷が増大し、業務効率

への影響も課題となっていた。 

 

こうした課題に対し、同社は DAPツール「テックタッチ」を導入し、業務手順のガイド化や操作支援を推進した。

利用者の操作に応じて画面上にナビゲーションやガイドを表示することで、迷いや操作ミスを抑制し、誰もが適切

な手順で業務を遂行できる環境を整備した。新たなシステム開発や大規模な改修を行うことなく、既存業務に合

わせて迅速に改善策を実装できる環境を整備したことで、現場主導による継続的な業務改善を可能とした。また、

再送メール作成業務の半自動化や、解約違約金の発生有無を自動判定する仕組みを構築するなど、現場主導に

よる改善活動を継続的に実施した。 

 

その結果、再送メール作成業務ではミス発生率 0％、工数 58％削減を実現したほか、解約違約金判定業務で

は生産性が 17％向上した。さらに、小さな改善を積み重ねる活動を通じて、業務の目的が単なるミス防止から継

続的な業務改善へと変化し、心理的負担の軽減や前向きな業務姿勢の醸成にもつながっている。また、ミス発生

時に必要となる調査・報告・顧客対応などの付随業務も削減され、限られた人員の中でも安定した品質と生産性

を維持できる運営基盤の構築につながった。現場自らが課題を発見し改善策を実装する文化が定着したことは、

組織運営の面でも大きな成果である。 

 

現場の知見を活かした市民開発によって業務品質向上と生産性向上を実現した点は評価できる。小さな改善

を積み重ねながら現場主体で継続的な改革を推進し、従業員の意識変革につなげた点も注目される。特に、現

場の課題を現場自身が解決する仕組みを定着させたことで、改善活動が一過性の施策ではなく、継続的に成果

を生み出す組織文化へと発展している点は意義深い。今後はさらなる業務改善活動の展開を通じて、より高い品

質と生産性の実現を期待して、奨励賞と評価した。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

奨励賞 
 

株式会社 PR TIMES 

AI時代の VOC収集と事業成長～本当の声を受け止めビジネスを前進するサイクル～ 

 

 

株式会社 PR TIMESは、カスタマーサポートツール「Tayori」を提供し、FAQ、AIチャットボット、フォーム、アン

ケートなどの機能を通じて、企業と顧客をはじめとしたステークホルダーとの円滑なコミュニケーションを支援して

いる。Tayori事業部では、顧客接点から得られる声を事業成長につなげる取り組みを推進している。 

 

同社は、「お問い合わせ」を単なる問い合わせ対応の場ではなく、顧客との重要な接点と位置付けている。検索

行動や問い合わせ内容などから顧客の本当の声を把握し、それをサービス改善や事業成長へつなげる仕組みづ

くりに取り組んできた。AI活用の進展も見据えながら、顧客価値向上を実現する継続的な改善サイクルの構築を

目指している。 

 

具体的には、顧客アンケートや VOCデータを収集・分析し、顧客ニーズや課題の把握を推進している。分析結

果をもとに機能改善や FAQ・チャットボットの強化を進めるとともに、開発部門や事業部門と連携しながら改善施

策を実行し、顧客の声をサービスへ反映する体制を整備している。 

 

また、AIを活用した問い合わせ対応や VOC収集の仕組みづくりを進め、顧客の声を継続的にサービス改善へ

反映できる運用を実現している。VOCを組織横断で活用しながら、顧客価値向上と事業成長の両立を目指して

いる点は特徴的である。 

 

その結果、平均利用単価の向上や顧客満足度の改善、問い合わせ件数の削減などの成果が示されており、

VOCを起点とした改善活動が顧客体験向上と事業成果につながっていることが確認できた。また、2025年度 

通期決算によると、1アカウントあたりの平均利用単価は 1万 1287円（前四半期比 8.4%増）で、計測以来の

過去最高を更新するなど、事業成長にも寄与している。さらに、顧客の声を継続的に収集・分析し、改善活動へ結

び付ける仕組みが事業運営の中に定着しつつある点も評価できる。 

 

顧客の声を収集・分析するだけでなく、具体的な改善施策へ結び付け、成果創出につなげている点は評価でき

る。今後は、VOC活用による成果や効果をより可視化するとともに、顧客の声が開発現場へ直接届き、迅速なサ

ービス改善につながる仕組みをさらに発展させることで、VOC活用の好事例として一層の成果創出が期待され

る。また、VOCを会社全体で活用する取り組みへと広げることで、さらなる顧客価値向上と事業成長につながるこ

とを期待し、奨励賞と評価した。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

奨励賞 
 

富士通株式会社／パーソルコミュニケーションサービス株式会社 

対話分析 AIが人の力を磨く ～「共感力」を育てる振り返り支援～ 

 

 

富士通株式会社は総合 ICT企業であり、パーソルコミュニケーションサービス株式会社はコンタクトセンターお

よび ITサポートのアウトソーシングを担う企業である。本取り組みは、富士通の対話分析 AIに関する知見と、パ

ーソルコミュニケーションサービスのお客様総合センターにおける実務知見を融合し、顧客応対の現場における人

材育成の高度化を目指したものである。 

 

同センターでは、応対品質の向上と従業員の成長支援を重要課題とし、新人オペレーターの基礎スキル習得に

向けた AI活用にも取り組んできた。一方で、事前研修で一定のスキルを身に付けても、実際の顧客対応を通じ

た学びを継続的に支える仕組みは十分ではなかった。とりわけ、信頼関係の構築に欠かせない傾聴や共感は、状

況に応じた判断が求められるため、定型的な指導だけでは定着しにくい課題があった。こうした背景から、両社は

実際の応対を踏まえた振り返り支援に AIを活用し、共感力を育てる仕組みを構築した点に独自性がある。 

 

本取り組みでは、実際の顧客対話データを AIで分析し、ラポール形成（顧客との信頼関係構築）の観点から

改善余地のある場面を自動抽出したうえで、オペレーターの振り返りを支援する仕組みを構築した。顧客応対の

音声をテキスト化し、共感や傾聴に関する観点と照合することで改善ポイントを可視化するとともに、AIが一般的

な推奨対応や振り返りの視点を提示する。特徴的なのは、答えを一方的に与えるのではなく、オペレーター自身が

発言内容や対応意図を見直し、次回以降の行動指針を主体的に考える運用としている点である。2026年 2月

には代表電話窓口のオペレーター8名を対象に、週 1回 20分の振り返りを 1カ月間実施した。 

 

その結果、約 630件の対話データ分析を通じて、「積極的な傾聴」スコアは 4.96から 5.45へ向上し、「感情

的共感」スコアは 2.51から 3.22へと 28％向上した。品質評価部門による応対品質評価においても、共感性

が 15％向上した。さらに、参加者 8名全員が顧客対応を見直そうと回答するなど、オペレーターの自律的成長を

促す仕組みとしての有効性も示した。 

 

AIを人の代替ではなく、人の力を引き出す伴走役として位置づけ、CX と EXの向上を同時に目指した点は、

今後のコンタクトセンター運営に新たな示唆を与えるものである。特に、AIによる分析結果を活用しながら、オペ

レーター自身の内省と気付きを促し、人材育成と応対品質向上の両立を図った点は注目される。今後は、対象者・

拠点・業務領域の拡大や、新人育成プロセス全体への実装を通じた効果の持続的検証に期待されることから、奨

励賞と評価した。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

奨励賞 
 

株式会社 USEN NETWORKS 

「導入」で終わらせない！生成 AI×人の「泥臭い」運用改善による次世代 CXの実現 

 

 

株式会社 USEN NETWORKSは、U-NEXT HOLDINGSグループの一員として法人向け通信サービスを提

供している。コンタクトセンターは顧客接点の最前線として、問い合わせ対応や問題解決、ナレッジ活用を担い、顧

客体験と業務生産性の向上に重要な役割を果たしている。 

 

同社では、事業拡大に伴う入電数増加のなか、膨大かつ複雑化した業務マニュアルがオペレーター育成の長

期化や応対時間の増加を招き、SVへのエスカレーション増加、人手不足の常態化につながっていた。こうした状

況に対し、生成 AIを単なるツール導入で終わらせるのではなく、持続可能な事業成長と顧客体験向上を実現す

るための業務改革として取り組んだ。 

 

同社の特徴は、生成 AIを「魔法の杖」と捉えるのではなく、その効果を最大化するための運用基盤整備に注

力した点にある。AIが十分に活用できなかった要因を分析し、業務マニュアルや FAQに含まれる暗黙知の整

理、タグ付けや表形式への変換、質問意図・回答・条件・例外事項の構造化などを実施した。さらに、現場の応対

履歴や VOCを活用しながらナレッジの形式知化を進め、AIが活用しやすい情報基盤を構築した。 

 

また、高度ナレッジ検索や応対要約機能の導入にあたっては、単なる機能実装にとどまらず、経緯報告書やメー

ル文案、エスカレーション記録の作成など実際の業務シーンごとに専用プロンプトを整備した。加えて、ログ分析を

通じて既存チャットボットの利用状況や離脱ポイントを可視化し、複雑化していたシナリオを見直すことで、FAQ・チ

ャットボット・Webサポートを連携させた顧客導線を再設計した。 

 

その結果、FAQ正答率は 15％から 80％へ向上し、平均後処理時間（ACW）は 13分から 3.5分へと 74％

削減された。さらに、平均処理時間（AHT）は 14％短縮し、1時間当たりの応対件数は 2.1件から 3.7件へと

約 1.5倍に向上した。入電数が 10％増加する環境下においてもコンタクトセンター運営費用を 10％削減するな

ど、顧客対応品質と生産性向上の両立を実現している。 

 

生成 AIの導入そのものではなく、ナレッジ整備、業務プロセス改革、顧客導線設計まで含めて運用全体を見

直した点は高く評価できる。特に、失敗や課題を分析しながら改善を積み重ね、現場に根差した「泥臭い」運用改

革によって成果につなげた実践は、多くの企業にとって示唆に富む取り組みである。人と AIが協働する新たな

CXモデルの実現に向けた先進的な事例であり、今後さらなる発展が期待されることから、奨励賞と評価した。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

奨励賞 
 

株式会社ユニオンゲートグループ 

お客様一人ひとりに向き合い、心に寄り添うカスタマーサポート 

 

 

株式会社ユニオンゲートグループは、バッグやアパレルに強みを持つ「BRIEFING」などの複数ブランドを展

開するアパレル企業である。同社の CS部・EC営業部では、「BRIEFING」の直営店や ECサイトにおける顧

客接点を重視し、ブランド価値と顧客体験価値の向上に取り組んでいる。 

 

ブランドの成長に伴い顧客数が拡大する中、ブランドのメインターゲットである「ACTIVES」は、仕事も遊びも

本気で取り組むアクティブなライフスタイルを送っており、「すぐに商品がほしい」「在庫を探してほしい」といった

即時対応ニーズが増加していた。こうした変化の中で、ブランド成長の過程から重視してきた「お客様の要望に

真摯に応える対応」の継続と進化に取り組んだ。 

 

同社では、顧客対応スタッフを「Navigator（ナビゲーター）」と再定義し、意識改革と教育を推進した。

Navigatorには、単に商品の説明や提案を行うだけでなく、魅力的な場所や体験を共有し、新たな発見を届け

る対応力の強化に取り組んだ。単なる販売支援にとどまらず、ブランドの世界観やライフスタイル価値を伝えるこ

とで、顧客との継続的な関係構築を目指している点にも特徴がある。 

 

物流面では、ネット通販同様に当日 15時までの注文に対し当日発送・翌日配達を実現し、顧客の「すぐにほ

しい」という要望に対応している。また、在庫検索サービスでは、直営店に加えアウトレット店や海外在庫、卸先ま

で対象を拡張することで、最後の 1点まで顧客へ提供できる仕組みを構築した。さらに、購入タイミングに応じ

た商品提案や、パーツがある限り修理対応を行うなど、長期的な顧客価値の提供にも取り組んでいる。 

 

これらの取り組みにより、ナビゲート率は 20ポイント向上し、売上は前年比 120％超を達成するなど、業績面

にも大きく寄与した。在庫取り寄せにおいても約 7割の顧客に希望商品の提供を実現している。また、即時対応

ニーズの高まりに対しても、当日発送や在庫探索サービスを通じて顧客の期待に応える体制を構築し、ブランド

成長の中でもお客様の要望に真摯に応える姿勢を維持している。 

 

顧客理解に基づく顧客体験設計と現場の実行力を両立し、購買支援から体験価値創出まで一貫して対応し

ている点は評価できる。特に、顧客対応スタッフを Navigator として再定義し、ブランドならではの価値提供を

追求した取り組みは、顧客との関係性強化にもつながっている。また、迅速な配送や在庫探索、修理対応まで含

めて顧客の期待に応える体制を構築し、商品購入前から購入後の、体験価値創出まで一貫対応している点も

評価できる。今後は、土日のサポート体制構築や CX指標の高度化により、さらなる成長が期待されることから、

奨励賞と評価した。 
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2026年度 カスタマーサポート表彰制度 授賞理由 

 

 

 

 

 

奨励賞 
 

株式会社ユニリタ 

「サポート統合」による顧客価値の最大化を目指して 

 

 

株式会社ユニリタは、企業向けデータ活用および ITシステム運用管理分野の製品・サービスを提供してお

り、カスタマーサポートセンターでは東京・札幌の 2拠点体制でオンプレミス製品に関するサポート業務を担っ

ている。年間 6,000件を超える問い合わせのうち約 3,500件に対応し、お客様の安定したシステム運用を

支えている。 

 

同社では、新しい製品やクラウドサービスに関する問い合わせ対応を開発・販売部門が担っていたことか

ら、窓口の分散や対応品質のばらつき、ナレッジの分散、業務負荷の増大といった課題が生じていた。さらに、

グループ会社との統合に伴い、サポート体制の再構築が求められていた。 

 

こうした課題の解決に向け、同社は「サポート統合」に取り組んだ。まず、グループ会社であるビーティス社

製品のサポートをカスタマーサポートセンターへ移管し、移管作業を通じて体制の再整備を進めた。続いて、業

務フロー作成ツール「Ranabase」のサポートを移管した。その過程で得られた知見をもとに、サポート移管ガ

イドラインやヒアリングシート、チェックシートなどを整備し、移管プロセスの標準化を図った。さらに、コミュニケ

ーションツール「CommuRing」のサポート移管では、これらの標準化された仕組みを活用することで、効率的

な移管を実現した。 

 

その結果、ビーティス社製品のサポートにおける回答品質が可視化されるとともに、回答品質 92％を達成

し、部門目標である 90％以上を上回った。また、「Ranabase」の移管では回答遅延や対応漏れの解消につ

ながり、「CommuRing」の移管では移管工数を前回比で約 80％削減した。さらに、移管を通じて整備された

ガイドラインや各種資料は、今後のサポート移管にも活用可能な基盤となっている。 

 

複数部門に分散していたサポート機能を統合するだけでなく、その過程で得られた知見を標準化し、再利

用可能な仕組みとして定着させた点は高く評価できる。また、サポート品質の向上と業務効率化を両立すると

ともに、今後の製品拡大や組織変化にも対応可能な運営基盤を構築したことは大きな成果である。 

 

今後は、教育の体系化やナレッジ継承など残された課題への対応を通じて、さらなる顧客価値向上が期待

されることから、奨励賞と評価した。 
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奨励賞 
 

横河レンタ・リース株式会社 

チャーンを見逃さない！早期察知と防止の仕組み構築 

 

 

横河レンタ・リース株式会社は、IT機器などのレンタル事業を展開し、「所有から利用へ」をコンセプトにライフ

サイクルを通じたサービスを提供している。サブスクリプション型サービスにおいて契約終了（チャーン）の防止は

経営上の重要課題であるが、従来は各担当営業の活動に委ねられており、対応の属人化や共通的な評価基準

の不在、営業リソースの不足といった課題が生じていた。 

 

こうした課題に対し、同社は主軸であるパソコンの長期レンタル事業において、マーケティング本部内のカスタマ

ーサポートセンターを中心とした部門横断のチャーン対策に取り組んだ。具体的には、コンタクトセンターが顧客イ

ンテリジェンスの中枢として機能すべく、営業部門と明確な役割分担を敷いた連携体制を構築した。 

 

カスタマーサポート部門では、取引実績や貸出数の推移などのデータを活用してチャーン兆候のある企業を抽

出・スコアリングし、営業担当者へのヒアリングによる定性情報を統合することで、背景情報を付与した実行可能

性の高いアプローチリストを営業部門へ提供した。また、契約終了企業に対しては迅速なコールアクションを実施

し、関係性の維持や解約理由の把握に取り組んだ。さらに、契約実績データを活用したアップセル推進リストを作

成するなど、チャーン防止と営業機会創出の両立を図る運用フローを確立した。 

 

その結果、契約終了企業への早期コールアクションでは、対象の 36.7％にあたる 51件でキーパーソンとの対

話に成功し、営業接点の創出につなげた。さらに、チャーン兆候のある企業への適切な事前フォローにより、次年

度開始時のチャーン企業数を前年同期比約 27％削減する成果を挙げた。顧客の課題や離脱兆候を早期に把握

し、解決策の提示までを組織的に実行できる体制を構築したことは大きな成果である。顧客との接点を持つカス

タマーサポート部門が主体となって継続的に顧客状況を把握し、営業活動につなげる運用が定着したことも成果

として評価できる。 

 

今回の取り組みにより、属人的な対応からデータドリブンな全社連携体制への転換を実現した点は評価でき

る。特に、カスタマーサポート部門が顧客インテリジェンスの中核として機能し、営業部門との連携を通じて顧客維

持と営業機会創出の双方に貢献した点は注目される。今後は、VOCのさらなる全社活用や AIスコアリングの精

度向上、営業部門との連携深化により、よりエフォートレスな顧客体験価値の創出が期待されることから、奨励賞

と評価した。 
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奨励賞 
 

株式会社ヨシダ 

カスタマーインティマシー/情報発信実現に向けた全員参加型生成 AI活用 

 

 

株式会社ヨシダは、歯科医療機器の開発から総合コンサルティングまでを提供する企業である。同社コンタ

クトセンター部は、全国の歯科医療関係者からの製品問い合わせや修理受付を担う重要な顧客接点として機

能している。 

 

従来、顧客である歯科医師等は何かあれば営業担当者へ直接連絡する有人対応が前提であり、同部がそ

の役割を担うためには、全員が顧客の特徴や過去履歴を深く理解している必要があった。しかし、応対ログは

個人の経験値や立場の違いにより精度や濃度にばらつきがあり、理想的な記録を残すことが難しかった。ま

た、専門的な内容ゆえに後処理時間も長く、オペレーターの入力負荷を軽減しながら顧客密着性を高めること

が課題となっていた。 

 

こうした課題に対し、同社は生成 AIを活用した自動要約システムを構築した。顧客の申し出や回答のポイ

ントを網羅する独自のプロンプトを開発し、問い合わせ内容や対応時間等に応じて 8種類のルートへ分岐させ

ることで、高品質かつ均質な応対ログの作成を実現している。さらに、全スタッフが参加する開発コンペを開催

し、組織的な活用習慣化を図ることで、全員参加型の生成 AI活用を定着させた。加えて、均質化された過去

ログから機器の買い替えニーズ等の営業に有用な情報を自動抽出し、営業部門へプッシュ型で情報連携する

二次活用の仕組みを整備したことで、単なる電話サポートから営業活動へ貢献する情報発信拠点への転換を

全社横断で推進した。 

 

その結果、自動要約の導入により後処理時間を最大約 25％削減し、スタッフのストレス緩和を実現した。ま

た、一元化された高品質なログに基づく丁寧な顧客理解が進んだことで、顧客によるオペレーター応対満足度

調査において「大変満足」の割合が向上するなど、顧客体験価値の向上につながっている。さらに、リーダーの

目検に依存していた営業情報の抽出時間を約 77％削減するなど、現場の効率化と他部門への具体的なビジ

ネス貢献において着実な成果を上げている。 

 

今後は、現在の顧客満足度調査について設問や測定方法をさらに磨き上げ、より本質的な顧客体験を測る内容

へレベルアップを図ることが期待される。また、同社が掲げる変遷ロードマップに沿って、要約の知見であるプロン

プトエッセンスをトークスクリプトへ導入し、営業活動に直結する情報を能動的に収集する仕組みの開発が望まれ

る。さらに、チャットボット導入やWebサイトの社内外マルチ運用による自己解決の促進と入電抑制を推進し、従

来のヘルプデスク機能から「情報発信拠点」への本格的な進化とさらなる展開が期待されることから奨励賞と評

価した。 
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